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重症心身障がい児・者について

○ 重症心身障がい児については、児童福祉法（昭和22年法律第164号）において、「重
度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童」とされている。

＊ なお、重症心身障がい者については、法令上、定義に関する明文規定はないが、基本的には、上記定義に即
すると「重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している１８歳以上の者」であると考えられる。

（参照条文）
○児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄)
第７条 （略）
２ この法律で、障害児入所支援とは、障害児入所施設に入所し、又は指定医療機関に入院する障害児に対して行われる保護、日
常生活の指導及び知識技能の付与並びに障害児入所施設に入所し、又は指定医療機関に入院する障害児のうち知的障害のある
児童、肢体不自由のある児童又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童（以下「重症心身障害児」という。）に
対し行われる治療をいう。

○ 重症心身障がい児については、都立府中療育センターの大島一良氏が副院長時代に
発表した「大島の分類」（昭和４６年作成）というものがあり、以下の表のとおりであるが、こ
の表の区分１～４に該当する人が重症心身障がい児とされている。
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身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の推移

○本市における身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者
については、平成２５年５月時点で４９１人であり、平成２０年２月時点と比較して、１．３３倍増加。

○また、平成２５年５月時点で、障がい児（１８歳未満）は１６０人、障がい者（１８歳以上）は３３１人で
あり、平成２０年２月時点と比較して、障がい児は１．１８倍、障がい者は１．４２倍増加。

○年齢別に見ると、平成２５年５月時点で、２１～３０歳の者が８４人と最も多く、次いで、３１～４０歳
の者（７３人）、１１～１５歳の者及び６１歳以上の者（ともに５９人）となっている。

○また、４１歳以上の者の全体に占める割合は、平成２０年２月時点で２２．０％であったが、平成２５
年２月時点で３１．０％と９．０ポイント増加。

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又
はA2を所持する者（年齢別）の推移
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・広域支援 ・人材育成 等

〔介護給付〕
・居宅介護 ・重度訪問介護

・同行援護 ・行動援護
・療養介護 ・生活介護
・短期入所 ・重度障害者等包括支援
・共同生活介護 ・施設入所支援

〔訓練等給付〕
・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労移行支援
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

・共同生活援助

・相談支援 ・コミュニケーション支援 ・日常生活用具

・移動支援 ・地域活動支援センター ・福祉ホーム 等

障害者・障害児に対する福祉サービスの体系

《障害者総合支援法》（平成25年４月～）

・地域移行支援、地域定着支援

・サービス利用支援、継続サービス利用支援

《児童福祉法》

障害児通所支援

・児童発達支援

・医療型児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

相談支援 補装具

障害福祉サービス

地域生活支援事業

障害児相談支援

障
害
児

障
害
者

・障害児支援利用援助

・継続障害児支援利用援助

障害児入所支援

市 町 村

支援

市 町 村

都道府県

都道府県

・福祉型障害児入所施設

・医療型障害児入所施設
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（注）１．表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。者 児

障害福祉サービスの体系

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食
事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行う

児

者

者

行動援護
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために
必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援

短期入所（ショートステイ）

療養介護

施設入所支援

生活介護

共同生活介護（ケアホーム）

自立訓練（機能訓練）

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排
せつ、食事の介護等を行う

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看
護、介護及び日常生活の世話を行う

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、
創作的活動又は生産活動の機会を提供する

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、
向上のために必要な訓練を行う

児

者

児

者

児

者

者

者

者

者

者

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型）

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提供するとともに、能力等の向上の
ために必要な訓練を行う

者

者

共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う者

同行援護 ※平成２３年１０月施行 重度の視覚障害のある人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う
児

者

自立訓練（生活訓練）
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、
向上のために必要な支援、訓練を行う

就労継続支援（B型）
一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上
のために必要な訓練を行う

者

者

居
住
系

訪
問
系

日
中
活
動
系

施
設
系

訓
練
系
・
就
労
系
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児童発達支援の概要

１．各障害別から３障害対応

・身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害児を含む）
＊手帳の有無は問わず、児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象

・障害特性へのきめ細かい配慮を行いつつ、様々な障害を受け入れ通所支援を提供
＊３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能

３．小規模ニーズへの対応

２．地域支援体制の強化

利用定員を１０人以上
（＊主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所の場合は５人以上（重症心身障害児者通園事業からの移行を

想定。） ）

○ 従来の各障害別に分かれていた障害児通園施設・事業については、「児童発達支援」に一元化
し、様々な障害があっても身近な地域で適切な支援が受けられるようにする。

○ 児童発達支援には、従来の事業形態等を踏まえて、①児童福祉施設として位置づけられる児童
発達支援センター、②その他の児童発達支援事業の２類型。

◆ 通所支援のほか、身近な地域の障害児支援の拠点
として、

①地域にいる障害児や家族への支援、
②地域の障害児を預かる施設に対する支援を実

施するなどの地域支援を実施

◆ 関係機関等と連携を図りながら重層的な支援を提
供するとともに、児童発達支援事業との支援ネットワー
クを形成するなど、地域支援体制を強化

◇ 専ら通所利用の障害児に対する支援を行う身近
な療育の場として位置づけ

◇ 児童発達支援センターよりも緩やかな実施基準
とし、児童発達支援事業の設置を促進

◇ 児童発達支援センターとの支援ネットワークによ
り地域をカバー（児童発達支援センターからの支援
等により質も向上）

（１）児童発達支援センター （２）児童発達支援事業

５



放課後等デイサービスの概要
○ 事業の概要

・ 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力
向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立
を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを推進。

○ 対象児童

学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児
（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが

あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）

○ 利用定員

１０人以上
※児童デイサービスからの移行を

考慮

放課後等デイサービス
事業所

Ｃ中学校
Ｂ小学校

◆ 学校授業終了後又は休業日において、生

活能力の向上のために必要な訓練、社会との
交流の促進等

①自立した日常生活を営むために必要な訓練
②創作的活動、作業活動
③地域交流の機会の提供
④余暇の提供

◆ 学校との連携・協働による支援（学校と放
課後等デイサービスのサービスの一貫性）

○ 提供するサービス

◎放課後利用

◎夏休み等の長期休暇利用
・ 午前・午後クラスなど、プロ
グラムの工夫

◎学校と事業所間の送迎

Ｄ特別支援学校
Ａ特別支援学校

６



障害福祉サービス等の受給者数の推移

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、障害福祉サービス等の
受給者数は平成２５年５月時点で３５７人であり、平成２０年２月時点と比較すると、約１．９倍の増加。

○また、通所・訪問系サービス（生活介護、児童発達支援、短期入所、居宅介護、重度訪問介護等）と入所（療養介護、施
設入所支援等）別に見ると、平成２５年５月時点で通所・訪問系サービスの利用者が２３０人、入所の者が１２７人と増加
傾向。

○特に、通所・訪問系サービスを利用する障がい児は、平成２５年５月時点で１１２人であり、平成２０年２月時点と比較し
て、約１．８倍の増加、また、入所の者は、平成２０年２月時点と平成２５年５月時点を比較すると、約２．８倍の増加。

（なお、障がい児の施設入所者は、平成２５年５月時点で２６人（施設との契約による者：１８人、児童相談所の措置による
者：８人。）

○なお、平成２３年２月時点と平成２５年５月時点を比べると、障害福祉サービス等の受給者数が急増しているが、これは、
平成２４年４月の改正障害者自立支援法の施行により、それまでの障害児施設に入所していた１８歳以上の者について
は、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスを提供することとなったこと等によるもの。

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する
者の障害福祉サービスの受給者数の推移
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障害福祉サービス（訪問系サービス）の受給者数の推移

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、障害福祉サービ
ス（訪問系サービス）の受給者数は平成２５年５月時点で７０人であり、平成２０年２月時点と比較すると、約１．４
倍の増加。
○居宅介護については、平成２５年５月時点で６２人（障がい児・障がい者ともにそれぞれ３１人）、平成２０年２月
時点と比較すると、約１．４倍の増加。

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の障害福祉サービス（訪問系サービス）の受
給者数の推移

27 28 28 30 31

16
24 27 26

318

7
9 8

8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H20.2 H21.2 H22.2 H23.2 H25.5 時点

人

居宅介護（障がい者） 居宅介護（障がい児） 重度訪問介護

51

59
64 64

70

８



障害福祉サービス（日中活動系サービス等）の受給者数の推移

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、障害福祉サービス（日中

活動系サービス等）の受給者数は平成２５年５月時点で２８５人であり、平成２０年２月時点と比較すると、約２．２倍の増
加。
○各サービスについて、平成２５年５月時点で、生活介護は１４７人、就労継続支援B型は１６人、共同生活介護は１３人。

○なお、「知的通所更生」、「身体通所療護」、「知的通所授産」は旧体系のサービスであり、平成２４年３月までに新体系
サービス（生活介護、就労継続支援B型等）に移行している。
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身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の障害福祉サービス（日中活動系サービス等）
の受給者数の推移
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障害児通所支援の受給者数の推移

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、障害児通所支援の受給
者数は平成２５年５月時点で５８人。

○各サービスについて、平成２５年５月時点で、児童発達支援（平成２３年度前は児童デイサービス）は２１人、医療型児
童発達支援は６人、放課後等デイサービスは３１人。

○なお、児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課後等デイサービスについては、改正児童福祉法により、平成２４
年４月から新設されたサービスである。

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の障害福祉サービス（日中活動系サービス等）
の受給者数の推移
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（参考）平成２３年度までの重症心身障害児（者）通園事業（補助事業）

○ 在宅の重症心身障がい児（者）に対し、通園の方法により日常生活動作、機能訓練等必要な
療育を行うことにより、運動機能等の低下を防止するとともにその発達を促し、併せて保護者等の
家庭における療育技術の習得を図るもの（実施主体：都道府県・指定都市・中核市）であり、本市
としても実施。

○ 平成２４年４月の児童福祉法の一部改正により、従来国庫補助事業で実施してきた本事業は、
「児童発達支援」として法定化。

○ また、本事業については、１８歳以上の障がい者も利用していたことから、平成２４年４月以降
は、障害福祉サービス（生活介護）として対応。
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重症心身障害児（者）通園事業の登録者の推移
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障害福祉サービス（短期入所）の受給者数の推移

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、障害福祉サービ
ス（短期入所）の受給者数は平成２５年５月時点で２１０人であり、平成２０年２月時点と比較すると１．６倍の増加。
○また、障がい児については、平成２５年５月時点で１０２人、障がい者については、平成２５年５月時点で１０８
人であり、平成２０年２月時点と比較すると、ともに１．６倍の増加。

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の障害福祉サービス（短期入所）の受給者数の
推移
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障害福祉サービス（入所系サービス）の受給者数の推移

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、障害福祉サービ
ス（入所系サービス）の受給者数は平成２５年５月時点で１２７人。
○各サービスについて、平成２５年５月時点で、施設入所支援は４５人、療養介護は８２人である。
○なお、「身体入所更生」、「身体入所授産」、「身体入所療護」、「知的入所更生」は、旧体系のサービスであり、
平成２４年３月までに新体系サービスに移行している。

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の障害福祉サービス（入所系サービス）の受給
者数の推移
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○ 療養介護

○ 就労継続支援

○ 就労移行支援

○ 生活介護

○ 自立訓練

※ 医療施設で実施

以下から一又は複数の事業を選択

＜新サービス＞

居住系（夜間）日中活動系（昼間）

新
体
系
へ
移
行
（

年
３
月
ま
で
の
期
間
内
）

ホームヘルプ（身・知・児・精）

（ 機能訓練・生活訓練 ）

○ 地域活動支援センター

【訓練等給付】

【介護給付】

【地域生活支援事業】

障害福祉サービスの体系
＜旧サービス＞

居
宅
サ
ー
ビ
ス

デイサービス（身・知・児・精）

ショートステイ（身・知・児・精）

グループホーム（知・精）

※この他、地域生活支援事業として移動支援等を制度化

重症心身障害児施設（児）

療護施設（身）

更生施設（身・知）

授産施設（身・知・精）

福祉工場（身・知・精）

通勤寮（知）

福祉ホーム（身・知・精）

生活訓練施設（精）

施

設

サ

ー

ビ

ス

訪問系

○ ホームヘルプ（居宅介護） ○ 児童デイサービス
○ 重度訪問介護 ○ 重度障害者等包括支援
○ 同行援護 ○ ショートステイ（短期入所）
○ 行動援護

（医療型 ）

（福祉型 ）

（ Ａ型、Ｂ型 ）

【介護給付】

【介護給付】

○ 共同生活介護

○ 施設入所支援

【訓練等給付】

○ 共同生活援助

【地域生活支援事業】

○ 福祉ホーム

（支援費制度等） （障害者自立支援法）

24
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障害児施設・事業の一元化 イメージ

児童デイサービス

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業）

障害児通所支援

・児童発達支援
・医療型児童発達支援
・放課後等デイサービス

・保育所等訪問支援

障害児入所支援

・福祉型障害児入所施設
・医療型障害児入所施設

通
所
サ
ー
ビ
ス

入
所
サ
ー
ビ
ス

知的障害児通園施設

難聴幼児通園施設

肢体不自由児通園施設（医）

知的障害児施設
第一種自閉症児施設（医）
第二種自閉症児施設

盲児施設
ろうあ児施設

肢体不自由児施設（医）
肢体不自由児療護施設

重症心身障害児施設（医）

＜＜ 障害者自立支援法 ＞＞

＜＜ 児童福祉法 ＞＞

（医）とあるのは医療の提供を
行っているもの

＜＜ 児童福祉法 ＞＞

○ 障害児支援の強化を図るため、従来の障害種別で分かれていた施設体系について、通所・入所
の利用形態の別により一元化。

【市町村】 【市町村】

【都道府県】

【都道府県】
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補装具費支給制度

■事業内容
補装具は、身体障害者及び身体障害児の失われた身体機能を補完又は代替する用具であり、身体

障害者の職業その他日常生活の能率の向上を図ることを目的として、また、身体障害児については、
将来、社会人として独立自活するための素地を育成・助長すること等を目的として使用されるもの
であり、市町村は、補装具を必要とする身体障害者及び身体障害児に対し、補装具費の支給を行う。

■対 象 者 補装具を必要とする身体障害者、身体障害児

■実施主体 市町村

■補 装 具
次の３つの要件に該当するもの
・身体機能を補完し、又は代替し、かつその身体への適合を図るように製作されたもの
・身体に装着することにより、その日常生活において又は就労若しくは就学のために、同一の

製品につき長期間にわたり継続して使用されるもの
・医師等による専門的な知識に基づく意見又は診断に基づき使用されることが必要とされるもの

■補装具の種目
義肢、装具、座位保持装置、盲人安全つえ、義眼、眼鏡、補聴器、車椅子、電動車椅子、
座位保持椅子、起立保持具、歩行器、頭部保持具、排便補助具、歩行補助つえ、
重度障害者用意思伝達装置
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補装具の支給者数について

種類 障がい児 障がい者 総支給者数

装具 ４３人 ４５人 ８８人

座位保持装置 ８１人 ９８人 １７９人

座位保持椅子 ９人 ０人 ９人

起立保持具 １人 ０人 １人

車椅子 １１０人 １４２人 ２５２人

電動車椅子 １人 ９人 １０人

歩行器 ２４人 １０人 ３４人

歩行補助杖 ０人 １人 １人

補聴器 ４人 ２人 ６人

重度障害者用意思伝達装置 ０人 ２人 ２人

計 ２７３人 ３０９人 ５８２人

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者につ
いて、平成２５年５月末までに補装具の支給決定を受けた方は以下のとおり。

１７



日常生活用具給付等事業

■事業内容
地域の実情や障害者等の状況に応じて柔軟に実施できる地域生活支援事業の必須事業として、日

常生活上の便宜を図るため、特殊寝台、入浴補助用具、盲人用体温計、点字器、ストーマ装具など
の日常生活用具を給付又は貸与する。

■対 象 者 日常生活用具を必要とする障害者、障害児

■実施主体 市町村

■対象種目 次の３つの要件を満たす６種の用具
【用具の要件】

・安全かつ容易に使用できるもので、実用性が認められるもの
・日常生活用の困難を改善し、自立を支援し社会参加を促進するもの
・製作や改良、開発に当たって障害に関する専門的な知識や技術を要するもので、日常生活品として一般に
普及していないもの

【用具の種目】

※具体的な対象種目等については、市町村の判断により決定することができる。

種目 用具の用途及び形状

介 護 ・ 訓 練 支 援 用 具 特殊寝台、特殊マット等の身体介護を支援する用具

自 立 生 活 支 援 用 具 入浴補助用具等の入浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具

在 宅 療 養 等 支 援 用 具 電気式たん吸引器等の在宅療養等を支援する用具

情報・意思疎通支援用具 点字器、人工喉頭等の情報収集、情報伝達、意思疎通等を支援する用具

排 泄 管 理 支 援 用 具 ストーマ装具等の排泄管理を支援する用具及び衛生用品

居宅生活動作補助用具 居宅生活動作等を円滑にする用具であって、設置に小規模な改修を伴うもの
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日常生活用具の支給者数について

種類 障がい児 障がい者 支給者数

特殊寝台 ６人 １４人 ２０人

特殊マット ３人 ５人 ８人

入浴担架 １人 ０人 １人

体位変換器 ３人 ２人 ５人

移動用リフト ０人 １人 １人

訓練いす ９人 ０人 ９人

訓練用ベッド ４人 ０人 ４人

入浴補助用
具

２０人 １８人 ３８人

便器 ０人 ２人 ２人

頭部保護帽 ４人 ３人 ７人

種類 障がい児 障がい者 支給者数

移動・移乗支援用具 ２人 ９人 １１人

特殊便器 ０人 ３人 ３人

ネブライザー（吸入器） １５人 ６人 ２１人

電気式たん吸引器 ２６人 １３人 ３９人

パルスオキシメーター １人 ０人 １人

携帯用会話補助装置 １０人 ５人 １５人

情報・通信支援用具
（パーソナルコン

ピュータ周辺機器や、
アプリケーションソフ

ト）

１人 ０人 １人

ストーマ装具

（蓄便袋、蓄尿袋）

０人 １人 １人

紙おむつ等 ９６人 ５４人 １５０人

居宅生活動作

補助用具

１人 ８人 ９人

計 ２０２人 １４４人 ３４６人

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者につ
いて、平成２５年５月末までに日常生活用具の支給決定を受けた方は以下のとおり。
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日中一時支援・訪問入浴サービスについて

○日中一時支援：介護する者が病気や静養、就労などの事由により介護できない場合の日中の保護
及び必要な介護を施設で実施するもの。

＜対象者＞
日中に監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障がい者及び障がい児

○訪問入浴サービス：入浴が困難な障がい者及び障がい児に、入浴車を派遣して入浴サービスを提
供するもの。

＜対象者＞
寝たきり等で、自宅での入浴が困難な重度の障がい者・障がい児

日中一時支援 訪問入浴サービス

障がい児 ９７人 ６人

障がい者 ５７人 ８人

合計 １５４人 １４人

身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者の日中一時支援及び訪問入浴サービスの受給
者数（平成２５年４月時点）

地域生活支援事業において、本市においては、法律上、任意事業である日中一時支援や訪問入浴
サービス等を実施。
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特別児童扶養手当等の支給状況

特別児童扶養手当 障害児福祉手当 特別障害者手当

目的 精神又は身体に障がい
を有する児童について手
当を支給することにより、
これらの児童の福祉の増
進を図る。

重度の障がい児に対して、その
障がいのため必要となる精神的、
物質的な特別の負担軽減の一
助として手当を支給することによ
り重度障がい児の福祉の向上
を図る。

特別障害者に対して所得保障
の一環として重度の障がいのた
め必要となる精神的・物理的な
特別な負担の軽減の一助として
手当を支給することにより特別
障害者の福祉の向上を図る。

支給要件 １ ２０歳未満

２ 在宅のみ

３ 父母又は養護者が受
給

１ ２０歳未満

２ 在宅のみ

３ 本人が受給

１ ２０歳以上

２ 在宅のみ

３ 本人が受給

対象者 ○１級：障害基礎年金の
１級に相当する障がいを
有する児童

○２級：障害基礎年金の
２級に相当する障がいを
有する児童

障害基礎年金の１級に相当する
障がいより一定程度の重度の
障がいを有する児童

障害基礎年金の１級に相当する
障がいが重複している状態と同
程度の障がいを有する者

給付月額 ○１級：５０，４００円

○２級：３３，５７０円
１４，２８０円 ２６，２６０円

平成２５年５月
時点支給者数 １５７人 １８７人 ９８人
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重症心身障がい児・者施策について

第２章 生活の場を拠点とする利用者本位の支援
３ 地域療育体制の整備
⑤重症心身障がい児（者）療育体制の整備
重度の障がい児（者）の生活を支援する施設が少ないため、県市相互の実施事業への受け入れを促進する等、社会資源の有効

活用を図り、重症心身障がい児（者）通園事業やレスパイト事業の充実、保護者への介護技術指導への取組み等を促進します。

熊本市障がい者プラン（計画期間：平成21年度～30年度）

・ 児童発達支援（旧重症心身障がい児（者）通園事業）
・ 生活介護

○重症心身障がい児・者生活実態調査
本市における重症心身障がい児・者及びその家

族の生活実態及び障がい福祉サービス等の利用
状況並びに今後のサービス利用意向等を調査

重症心身障がい児・者への本市及び関係者による総合的な支援体制の整備及び地域生活支援策の更なる向上策につ
いて検討

○熊本市重症心身障がい児等在宅支援検討会
・検討事項
①在宅の重症心身障がい児・者の生活の実態の調査に関すること
②これらの者への適切な支援に関すること

・委員構成

医療関係者、障がい福祉サービス関係者、リハビリテーション関係者、家族
団体等の計１０名程度

重症心身障がい児・者生活実態調査経費（平成25年度予算：３，３００千円）

・ 療養介護 ・ 短期入所
・ 日中一時支援

○重度の身体障がい及び重度の知的障
がいが重複している者は増加及び高齢化
傾向

現状及び課題

現行の主な取組

○障がいが重度であっても、地域で生活できる支援体制の整備
○在宅で生活している重症心身障がい児・者の介護を行う家族の負担軽減

○親の高齢化又は亡くなられた後も、引き続き、地域で生活できるようにしていくこ
と

○ 通所支援（日中活動の支援） ○ 入所支援 ○ 介護を行う家族の負担軽減等
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本市における重症心身障がい児・者の支援に関する課題

○身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について、平成

２５年５月時点で、障がい者・障がい児はそれぞれ３３１人、１６０人である一方、障害福祉サービス等
の受給者はそれぞれ２４５人、１３８人であり、８６人、２２人は本市の障害福祉サービスを受給してい
ない状況。
○また、身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由）かつ療育手帳A1又はA2を所持する者について

は、全ての者が医療的ケアを一定程度必要とする者ではないと考えられるが、いずれにしても、医療
的ケアを一定程度必要とする者の数やその必要とされる医療的ケアの内容は明らかではない。

○さらに、そうした医療的ケアを必要とする者が現在、訪問看護・リハビリテーション等医療系サービス
も含めたサービスの利用状況及び今後のサービスの利用意向は客観的に明らかではない。

○他方で、在宅の重症心身障がい児・者の家族の介護等の負担が増大しているが、ご家族も含めた
その生活状況も客観的に明らかではない。

本市における医療的ケアを一定程度必要とする者の数やその医療系サービスも含めた
サービス等の利用状況・利用ニーズ、加えて介護等を行うご家族も含めた生活の実態が
不明確。

本市におけるいわゆる重症心身障がい児・者及びその家族の生活の実態及び障
害福祉サービス等の利用状況・利用ニーズを把握する必要。

いわゆる重症心身障がい児・者への支援において、福祉部門と保健・医療部門との連携
が不十分。

○いわゆる重症心身障がい児・者への支援については、一定程度の医療的ケアが必要となるが、そう
したケアを行う保健・医療部門と障害福祉サービスの提供を行う福祉部門との連携が不十分。

本市におけるいわゆる重症心身障がい児・者及びその家族の支援について、福
祉部門や保健・医療関係部門等と一体となった総合的な支援体制を構築する必
要。 ２３


